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商工観光労働部幹部職員名簿
（令和４年４月１日現在）

所 属 ・ 職 名 氏 名

商工観光労働部長 横 山 浩 文

商工観光労働部次長 米 良 勝 也

企業立地推進局長 平 山 文 春

観光経済交流局長 山 下 栄 次

課長 髙 橋 智 彦

商 工 政 策 課 経営金融支援室長 島 田 浩 二

副参事兼課長補佐 須 波 勇一郎

課長 佐々木 史 郎

企 業 振 興 課 食品・ﾒﾃﾞｨｶﾙ産業推進室長 阿 萬 慎 治

課長補佐 幣 島 和 裕

課長 児 玉 珠 美
雇用労働政策課

課長補佐 米 村 文 明

企業立地推進局 課長 松 浦 好 子
企 業 立 地 課

課長補佐 加 藤 和 樹

観 光 経 済 交 流 局 課長 海 野 由 憲
観 光 推 進 課

スポーツランド推進室長 那 須 隆 輝

課長補佐 米 良 充 宏

観 光 経 済 交 流 局 課長 吉 田 秀 樹
オールみやざき営業課

課長補佐（総括） 佐 藤 純一郎

課長補佐（技術担当） 井 上 直 弘

工業技術センター 所長 大 衛 正 直

食品開発センター 所長 平 川 良 子

県立産業技術専門校 校長 有 村 隆

（ 議 会 担 当 ） 商工政策課 主 幹 後 藤 雄一郎

主 査 井 口 孝
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令 和 ４ 年 度 商 工 観 光 労 働 部 執 行 体 制

（令和４年４月１日現在）

商工観光労働部長 商工政策課 総 務 担 当 計量検定所

企画調整担当

次 長 商工団体担当

商業振興担当

経営金融支援室 経営金融支援担当

企業振興課 企業成長推進担当

工業・情報産業振興担当

技術支援担当 工業技術センター

食品開発センター

食品・メディカル 食品・メディカル産業推進担当

産業推進室

雇用労働 労政福祉担当

政策課 人材育成担当 産業技術専門校 高鍋校

雇用対策担当

企業立地推進局長 企業立地課 企業立地企画担当

企業立地推進担当

立地企業フォローアップ担当

観光経済交流局長 観光推進課 観光戦略担当

国内誘致担当

海外誘致・ＭＩＣＥ担当

スポーツランド スポーツキャンプ推進担当

推進室 スポーツツーリズム推進担当

オールみやざき

営業課 ひなたプロモーション担当

物産振興担当

グローバル戦略担当
国際交流・旅券担当
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当初予算額　５６７億４，１８３万３千円（対前年度比１０８．６％）
（内訳）

　 ・一般会計　　５２２億８，９８４万４千円 （対前年度比１０１．０％）
　 ・特別会計　　　４４億５，１９８万９千円 （対前年度比９４９．６％）

○課別予算一覧

会 令和４年度 令和３年度

当初予算額 当初予算額 増減額 比率
計 （ア） （イ） （ア）－（イ） (ｱ)/(ｲ)

千円 千円 千円

44,678,105 46,066,724 ▲ 1,388,619 97.0%

一 1,880,966 1,279,649 601,317 147.0%

般 1,470,360 1,378,665 91,695 106.7%

会 1,088,775 774,024 314,751 140.7%

計  観光推進課 2,149,663 1,390,999 758,664 154.5%

1,021,975 887,056 134,919 115.2%

計 3,171,638 2,278,055 893,583 139.2%

52,289,844 51,777,117 512,727 101.0%

4,389,821 353,658 4,036,163 1241.3%

62,168 115,187 ▲ 53,019 54.0%

4,451,989 468,845 3,983,144 949.6%

56,741,833 52,245,962 4,495,871 108.6%商工観光労働部　合計

 オールみやざき
 営業課

 雇用労働政策課

 企業立地推進局
 企業立地課

観
光
経
済
交
流
局

　　計

 商工政策課

特
別
会
計

 観光推進課

計

令和４年度　商工観光労働部　予算

 企業振興課

課　　　　　　　　名

対　前　年　度

 商工政策課

3



令和４年度 重点施策（商工観光労働部関係）

（令和３年度１月補正・２月補正の事業も含む）

○新 … 新規事業

○改 … 改善事業

ｺﾛﾅ … 新型コロナウイルス対策関連事業

１ コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出 (単位：千円)

(1) 感染症に強い医療提供体制の充実

(2) 県民生活や地域経済の早期回復

○改中小企業金融対策費 42,005,826 商工政策課

○新宮崎県中小企業高度化資金貸付事業 4,000,000 商工政策課

○新中小企業経営改善計画策定緊急支援事業 11,500 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新小規模事業者新事業展開等支援事業 196,385 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新販路開拓等事業者支援事業 31,500 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新地域経済回復支援事業 1,077,700 商工政策課 ｺﾛﾅ

○地域課題解決型起業支援事業 24,950 商工政策課

○経営革新計画応援事業 7,790 商工政策課

○プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 33,308 商工政策課

○インターネット販売成長促進事業 17,966 商工政策課 ｺﾛﾅ

○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業 68,888 企業振興課

○改地域中小企業等新事業展開支援事業 130,000 企業振興課 ｺﾛﾅ

○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業 307,784 企業振興課 ｺﾛﾅ

○産学金労官プラットフォームによる企業成長促進事業 26,000 企業振興課

○中小企業等経営再構築サポート事業 10,000 企業振興課

○輸送用機械器具関連産業総合支援事業 14,666 企業振興課

○改東九州メディカルバレー構想拠点強化事業 34,453 企業振興課

○新感染症対策医療関連機器開発強化事業 13,500 企業振興課 ｺﾛﾅ

○新ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業 187,286 企業振興課 ｺﾛﾅ

○誘致対象企業開拓事業 7,444 企業立地課

○企業立地促進補助金 942,760 企業立地課

○新観光みやざき回復支援事業 4,870,830 観光推進課 ｺﾛﾅ

○県民県内旅行（ジモ・ミヤ・タビ）キャンペーン事業 1,167,056 観光推進課 ｺﾛﾅ

○新オールみやざき海外販路回復支援事業 71,117 オールみやざき営業課 ｺﾛﾅ

○改みやざきＳＨＯＣＨＵ輸出促進事業 29,826 オールみやざき営業課

○みやざき加工食品海外販路拡大支援事業 19,702 オールみやざき営業課

○新県産品需要回復支援事業 84,684 オールみやざき営業課 ｺﾛﾅ

(3) 変化を実感できるデジタル化の推進

○新商工会ＤＸ推進事業 3,665 商工政策課 ｺﾛﾅ

○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業（再掲） 307,784 企業振興課 ｺﾛﾅ

○改ものづくり産業ＩＣＴ人材育成等支援事業 5,346 企業振興課

○みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業 10,000 企業振興課
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(4) ゼロカーボン社会づくりの推進

○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業（再掲） 68,888 企業振興課

(5) 宮崎ならではの魅力向上と情報発信の強化

○みやざきで働く魅力！情報発信事業 10,309 雇用労働政策課

○みやざき観光情報お届け事業 16,216 観光推進課

○ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業 50,249 観光推進課

○新ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業 1,065,158 観光推進課 ｺﾛﾅ

○みやざき観光誘客再生事業 154,166 観光推進課

○神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業 11,336 観光推進課

○「日本のひなた宮崎県」国内誘客強化事業 16,108 観光推進課

○教育旅行誘致・定着促進事業 32,650 観光推進課

○ダムツーリズム推進事業 9,000 観光推進課

○改ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業 20,820 観光推進課

○海外市場開拓デジタルプロモーション事業 25,000 観光推進課

○ＭＩＣＥ推進強化事業 52,862 観光推進課

○新屋外型トレーニングセンター整備事業（設計・施工業務） 1,826,000 観光推進課

○新屋外型トレーニングセンター整備事業（発注者支援業務） 25,000 観光推進課

○新スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業 46,175 観光推進課

○スポーツランドみやざき誘客推進事業 33,355 観光推進課

○アマチュアスポーツ合宿支援強化事業 51,700 観光推進課 ｺﾛﾅ

○新みやざきゴルフツーリズム推進事業 83,368 観光推進課

○宮崎県人会世界大会開催準備事業 12,000 オールみやざき営業課

○新友好交流協定締結５周年記念事業 4,774 オールみやざき営業課

○新みやざきの伝統的工芸品継承事業 1,622 オールみやざき営業課

○改県産品販路全国展開推進事業 23,609 オールみやざき営業課

○改県民総参加！ひなたプロモーション事業 42,861 オールみやざき営業課

○みやざき加工食品海外販路拡大支援事業（再掲） 19,702 オールみやざき営業課

○改みやざきＳＨＯＣＨＵ輸出促進事業（再掲） 29,826 オールみやざき営業課
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２ 人口減少対策の取組強化 (単位：千円)

(1) 少子化対策の着実な推進と

次代を創る子どもたちの育成

(2) 未来を支える産業人財の育成・確保

○先端技術研究開発促進・人材育成支援事業 8,139 企業振興課

○改ものづくり産業ＩＣＴ人材育成等支援事業（再掲） 5,346 企業振興課

○みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業（再掲） 10,000 企業振興課

○若年求職者等支援事業 30,573 雇用労働政策課

○改中・高校生の県内就職促進事業 44,258 雇用労働政策課

○宮崎で暮らす働く、県内就職促進事業 30,285 雇用労働政策課

○県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業 17,659 雇用労働政策課

○女性・高齢者就業支援事業 32,303 雇用労働政策課

○みやざきで働く魅力！情報発信事業（再掲） 10,309 雇用労働政策課

○改外国人材受入支援事業 8,730 雇用労働政策課

○就職氷河期世代活躍応援事業 23,597 雇用労働政策課

○ものづくり技能振興事業 3,505 雇用労働政策課

○ものづくり人材育成推進事業 5,145 雇用労働政策課

○県立産業技術専門校費 674,638 雇用労働政策課

○外国人技能実習生等受入事業者支援事業 124,266 雇用労働政策課 ｺﾛﾅ

○改外国人材受入環境整備事業 45,571 オールみやざき営業課

３ 安全・安心で魅力ある地域づくり

(1) 強靱な県土づくりの着実な推進

(2) 持続可能な魅力ある地域づくりの推進

○商工会事務局体制強化事業 19,512 商工政策課

○未来みやざき地域商業活性化支援事業 6,048 商工政策課

○事業引継ぎ応援事業 20,000 商工政策課

○ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業（再掲） 50,249 観光推進課

○改外国人材受入環境整備事業（再掲） 45,571 オールみやざき営業課

○多文化共生地域づくり推進事業 28,099 オールみやざき営業課
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「宮崎県総合計画アクションプラン」におけるプログラム別施策体系
（令和３年度１月補正・２月補正の事業も含む）

○新 … 新規事業
○改 … 改善事業
ｺﾛﾅ … 新型コロナウイルス対策関連事業

１ 人口問題対応プログラム

社会減の抑制と移住・ＵＩＪターンの促進

○地域課題解決型起業支援事業 24,950 商工政策課
○みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業 10,000 企業振興課
○みやざきで働く魅力！情報発信事業 10,309 雇用労働政策課
○若年求職者等支援事業 30,573 雇用労働政策課
○改中・高校生の県内就職促進事業 44,258 雇用労働政策課
○宮崎で暮らす働く、県内就職促進事業 30,285 雇用労働政策課
○県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業 17,659 雇用労働政策課

産学金労官の連携による地域や産業を支える人財の
育成・確保

○先端技術研究開発促進・人材育成支援事業 8,139 企業振興課
○改ものづくり産業ＩＣＴ人材育成等支援事業 5,346 企業振興課
○みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業（再掲） 10,000 企業振興課
○女性・高齢者就業支援事業 32,303 雇用労働政策課
○みやざきで働く魅力！情報発信事業（再掲） 10,309 雇用労働政策課
○改外国人材受入支援事業 8,730 雇用労働政策課
○就職氷河期世代活躍応援事業 23,597 雇用労働政策課
○ものづくり技能振興事業 3,505 雇用労働政策課
○ものづくり人材育成推進事業 5,145 雇用労働政策課
○県立産業技術専門校費 674,638 雇用労働政策課
○外国人技能実習生等受入事業者支援事業 124,266 雇用労働政策課ｺﾛﾅ
○改外国人材受入環境整備事業 45,571 オールみやざき営業課

２ 産業成長・経済活性化プログラム

本県経済をけん引する成長産業の育成と新事業の創出

○先端技術研究開発促進・人材育成支援事業（再掲） 8,139 企業振興課
○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業 68,888 企業振興課
○改地域中小企業等新事業展開支援事業 130,000 企業振興課 ｺﾛﾅ
○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業 307,784 企業振興課 ｺﾛﾅ
○改ものづくり産業ＩＣＴ人材育成等支援事業（再掲） 5,346 企業振興課
○産学金労官プラットフォームによる企業成長促進事業 26,000 企業振興課
○中小企業等経営再構築サポート事業 10,000 企業振興課
○輸送用機械器具関連産業総合支援事業 14,666 企業振興課
○改東九州メディカルバレー構想拠点強化事業 34,453 企業振興課
○新ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業 187,286 企業振興課 ｺﾛﾅ
○みやざき農商工連携支援事業 4,000 企業振興課
○地域工業団地整備促進事業 8,000 企業立地課
○誘致対象企業開拓事業 7,444 企業立地課
○企業立地促進補助金 942,760 企業立地課
○改みやざきＳＨＯＣＨＵ輸出促進事業 29,826 オールみやざき営業課
○みやざき加工食品海外販路拡大支援事業 19,702 オールみやざき営業課
○新オールみやざき海外販路回復支援事業 71,117 オールみやざき営業課 ｺﾛﾅ

（単位：千円）

（単位：千円）
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地域経済を支える企業・産業の育成

○改中小企業金融対策費 42,005,826 商工政策課

○新宮崎県中小企業高度化資金貸付事業 4,000,000 商工政策課

○商工会等経営改善振興事業 70,786 商工政策課

○商工会事務局体制強化事業 19,512 商工政策課

○新商工会ＤＸ推進事業 3,665 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新中小企業経営改善計画策定緊急支援事業 11,500 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新小規模事業者新事業展開等支援事業 196,385 商工政策課 ｺﾛﾅ

○新販路開拓等事業者支援事業 31,500 商工政策課 ｺﾛﾅ

○経営革新計画応援事業 7,790 商工政策課

○プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 33,308 商工政策課

○新地域経済回復支援事業 1,077,700 商工政策課 ｺﾛﾅ

○インターネット販売成長促進事業 17,966 商工政策課 ｺﾛﾅ

○未来みやざき地域商業活性化支援事業 6,048 商工政策課

３ 観光・スポーツ・文化振興プログラム

魅力ある観光地づくりと誘客強化

○みやざき観光情報お届け事業 16,216 観光推進課

○ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業 50,249 観光推進課

○新ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業 1,065,158 観光推進課 ｺﾛﾅ

○みやざき観光誘客再生事業 154,166 観光推進課

○神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業 11,336 観光推進課

○「日本のひなた宮崎県」国内誘客強化事業 16,108 観光推進課

○教育旅行誘致・定着促進事業 32,650 観光推進課

○ダムツーリズム推進事業 9,000 観光推進課

○新観光みやざき回復支援事業 4,870,830 観光推進課 ｺﾛﾅ

○県民県内旅行（ジモ・ミヤ・タビ）キャンペーン事業 1,167,056 観光推進課 ｺﾛﾅ

○改ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業 20,820 観光推進課

○海外市場開拓デジタルプロモーション事業 25,000 観光推進課

○ＭＩＣＥ推進強化事業 52,862 観光推進課

○新県産品需要回復支援事業 84,684 オールみやざき営業課 ｺﾛﾅ

○改県産品販路全国展開推進事業 23,609 オールみやざき営業課

○県産品発掘コーディネーター配置事業 9,350 オールみやざき営業課

○改県民総参加！ひなたプロモーション事業 42,861 オールみやざき営業課

○新友好交流協定締結５周年記念事業 4,774 オールみやざき営業課

○協定締結都市等との交流促進事業 5,600 オールみやざき営業課

○宮崎県人会世界大会開催準備事業 12,000 オールみやざき営業課

「スポーツランドみやざき」の構築と県民のスポーツ

活動・交流の促進

○新屋外型トレーニングセンター整備事業（設計・施工業務） 1,826,000 観光推進課

○新屋外型トレーニングセンター整備事業（発注者支援業務） 25,000 観光推進課

○新スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業 46,175 観光推進課

○スポーツランドみやざき誘客推進事業 33,355 観光推進課

○プロ野球キャンプ環境充実強化事業 20,125 観光推進課

○新みやざきゴルフツーリズム推進事業 83,368 観光推進課

○アマチュアスポーツ合宿支援強化事業 51,700 観光推進課 ｺﾛﾅ

（単位：千円）
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４ 生涯健康・活躍社会プログラム

一人ひとりが活躍できる多様性を持った社会づくり

○みやざき女性・高齢者就業促進事業 10,149 雇用労働政策課

○シルバー人材センター支援事業 8,050 雇用労働政策課

○働き方改革促進事業 3,674 雇用労働政策課

○改外国人材受入環境整備事業（再掲） 45,571 オールみやざき営業課

○多文化共生地域づくり推進事業 28,099 オールみやざき営業課

５ 危機管理強化プログラム

ソフト・ハード両面からの防災・減災対策

○民間企業等との協働による企業ＢＣＰの策定支援 ゼロ予算 商工政策課

（単位：千円）

（単位：千円）
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Ｒ２
繰越

Ｒ３
当初～11月

補正

１月
臨時会
補正
18号

２月
定例会
補正
19号

２月
定例会
補正
20号

２月
定例会
Ｒ４
当初

Ｒ４
以降
執行

事業継続と雇用維持のためのセーフティネットづくり  　（Ｒ４年度以降　19.7億円）

県独自の緊急事態宣言等により影響を受けた事業者への支援
金

●

飲食店等への営業時間短縮要請により影響をうけた事業者へ
の支援金

● ●

酒類販売事業者等に対する支援金 ● ●

Ｒ２年度以降に借り入れたコロナ対応資金の利子補給 ● ●

離職者等を採用する企業の情報発信力強化に要する経費を支
援

●

離職者等を正規雇用した企業に対する給付金の支給

労働者を休業させながら雇用維持を図る事業者に対する緊急
支援

●

コロナ下の経済活動を支える安全・安心の環境整備　　　(Ｒ４年度以降　約1.2億円）

宿泊事業者が行う感染症対策や前向きな投資に対する経費の
支援

●

東京オリパラ事前合宿等に対する感染症対策等に要する経費
の支援

●

外国人技能実習生等の出入国時の感染症対策支援 ●

経済活動再開後の需要回復対策　　　　　　　　　　　（Ｒ４年度以降　約93.3億円）

市町村と連携した消費喚起 ● ●

Go To Eatキャンペーンひなた食事券発行支援 ●

商店街のにぎわい回復支援 ●

観光プロモーション、交通機関等と連携したプロモーショ
ン、旅行商品造成支援

● ● ●

ジモ・ミヤ・タビキャンペーン ● ●

観光みやざきの回復支援 ● ●

教育旅行支援 ● ●

スポーツキャンプの受入強化 ● ●

物産展開催等の県産品需要回復促進 ● ●

KONNEと連携した県産品の販売促進強化 ● ●

県産品の海外への販路回復 ●

経済の再生と成長につなげる取組の支援        　　  （Ｒ４年度以降  約9.5億円）

域内のキャッシュレス化に取り組む市町村の支援 ● ●

インターネット販売に参入する事業者支援 ● ●

商工会のＤＸ推進、商工団体による販路開拓等の支援 ●

中小企業・小規模事業者の新事業展開等支援 ● ● ●

ものづくり企業に対する設備改修・ICT導入支援 ● ●

ポストコロナを見据えた新製品・新技術研究開発支援 ●

ポストコロナを見据えた食品製造業・医療関連機器開発支援 ●

国内回帰する企業の県内設備投資支援 ●

デジタルツールを活用した県産品販路拡大支援 ●

Ｒ４年度当初及びＲ３年度繰越明許費 約123.7億円

商工観光労働分野における新型コロナウイルス感染症対策の主な取組・予算
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東九州メディカルバレー構想特区計画について

企業振興課食品・メディカル産業推進室

１ 東九州メディカルバレー構想について

血液や血管に関する医療を中心に産学官が連携を深め、医療機器産業の一層の集積と

地域経済への波及、さらにはこの産業集積を生かした地域活性化と、医療の分野でアジ

アに貢献する地域を目指すため、平成22年10月に本県及び大分県の両県で策定。

２ これまでの主な取組実績について

⑴ 医療関連機器産業参入企業への支援

・ 宮崎県医療機器産業研究会会員企業

設立時32社→105社

・ 新規医療機器製造業登録・製造販売業許可取得 15社

⑵ 医療関連機器研究開発補助等による支援

・ 寄附講座による研究開発・臨床研究

・ 医療関連機器開発補助やコーディネーター等による

支援を実施した研究開発案件 42件 <宮崎大学寄附講座>

⑶ 医療機器の海外展開に向けた医療人材育成支援 ブタによる血液透析モデル構築

ＪＩＣＡ事業や大学間ネットワークを活用した医療技術、

医療機器の海外展開の取組が進展

３ 東九州メディカルバレー構想特区について

平成24年度から一期５年の地域活性化総合特区計画の認定を受け、構想に基づいた取

組を一層推進している。第２期計画の終期が今年３月末であったことから、今後も引き

続き構想の推進を図るため、両県で新たな計画（第３期：令和８年度まで）を策定し、

令和４年３月25日に認定された。

４ 新特区計画（令和４年度～令和８年度）の概要

これまでの特区計画の推進により培ってきた国内有数の医療関連産業拠点としての素

地を生かし、両県のより緊密な連携によって、産業構造の転換や社会情勢の変化に対応

した医療関連機器の開発をいち早く推し進めていく。

＜新特区計画の期間中における両県での評価指標及び数値目標＞

評価指標 目標

⑴研究開発プロジェクト数 30件

⑵医療関連機器の市場化件数 25件

⑶新規医療機器製造登録事業所・製造販売許可事業者数 10社

⑷医療関連機器の海外展開数
①新規輸出する医療関連機器の製品数 ６製品

②新規輸出する医療関連機器の販売国数 18カ国

⑸医療関連技術人材育成件数 ①国内人材向け 50件

（医療関連機器に関わる ②外国人材向け 20件

人材育成の研修実施件数）
③上記①、②のうち、血液・血管分野の

20件
医療関連機器に関わるもの
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別 冊

商工観光労働部主要事業

頁

【令和３年度１月補正予算】

○新地域経済回復支援事業･･････････････････････････････････････････ １

○新観光みやざき回復支援事業･･････････････････････････････････････ ２

【令和３年度２月補正予算】

○新小規模事業者新事業展開等支援事業･･････････････････････････････ ３

○県民県内旅行（ジモ･ミヤ･タビ）キャンペーン事業････････････････ ４

○新屋外型トレーニングセンター整備事業（設計・施工業務）･･････････ ６

[債務負担行為追加]令和３年度企業立地促進補助金･･････････････････ ９

【令和４年度当初予算】

○新販路開拓等事業者支援事業･･････････････････････････････････････ １０

○新商工会ＤＸ推進事業････････････････････････････････････････････ １１

○新宮崎県中小企業高度化資金貸付事業･･････････････････････････････ １２

○改中小企業金融対策費････････････････････････････････････････････ １３

○新中小企業経営改善計画策定緊急支援事業･･････････････････････････ １４

○改地域中小企業等新事業展開支援事業･･････････････････････････････ １５

○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業････････････････････････ １５

○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業･･････････････････････ １６

○改東九州メディカルバレー構想拠点強化事業････････････････････････ １７

○新ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業･･････････････････････ １８

○改中・高校生の県内就職促進事業･･････････････････････････････････ １９

〇みやざきで働く魅力！情報発信事業･･････････････････････････････ ２０

〇県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業････････････････････････ ２１

○改外国人材受入支援事業･･････････････････････････････････････････ ２２

〇外国人技能実習生等受入事業者支援事業･･････････････････････････ ２３

〇誘致対象企業開拓事業･･････････････････････････････････････････ ２４

〇ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業････････････････ ２５

○新ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業････････････････････････ ２６

〇神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業･･･････････ ２７

○改ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業･･････････････････ ２８

○新みやざきゴルフツーリズム推進事業･･････････････････････････････ ２９

○新スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業････････････････････････ ３０

○新県産品需要回復支援事業････････････････････････････････････････ ３１

○改県産品販路全国展開推進事業････････････････････････････････････ ３２

○改県民総参加！ひなたプロモーション事業･･････････････････････････ ３３

○新オールみやざき海外販路回復支援事業････････････････････････････ ３４

〇宮崎県人会世界大会開催準備事業････････････････････････････････ ３５

[債務負担行為追加]令和４年度企業立地促進補助金･･････････････････ ３６





○新地域経済回復支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

度重なる新型コロナの感染拡大によって県内経済への影響が長期化し、また、今回の

第６波により県内事業者は更なる打撃を受けている。このため、地域の実情に応じた消

費喚起策やキャッシュレス版地域内経済循環に取り組む市町村を支援することによっ

て、県民の消費需要を喚起し、落ち込んだ地域経済の早期回復を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０７７，７００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和３年度

（令和４年度へ繰越（繰越承認額：１，０７７，７００千円））

(4) 事業主体 市町村

(5) 事業内容

① みやざき応援消費加速化事業

市町村が実施する地域の実情に応じた消費喚起策にかかる経費を補助する。

② キャッシュレス版地域内経済循環支援事業

地域通貨ポイントの導入や、決済事業者と連携したキャッシュレス推進による生

産性向上などの効果検証事業等、市町村が実施するキャッシュレス推進にかかる経

費を補助する。

○ 補助率 １／２以内

○ 市町村が行う消費喚起策例

・ デジタル版・紙版プレミアム付商品券発行事業

・ 地域通貨ポイント付与事業

・ 地域版アプリ活用によるクーポン付与事業

・ 商店街誘客を目的とした商店街イベント事業 等

３ 事業の効果

地域の実情に応じた消費喚起策やキャッシュレス推進を行う市町村を支援すること

で、県民の消費喚起を促すとともに、本県経済の回復が図られる。
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○新観光みやざき回復支援事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の感染状況を見据えながら、県内宿泊等の割引支援や、県

内限定で使用できるクーポンを付与することにより、宿泊業はもとより、地域のお土産

店や飲食店、地域交通機関など、幅広い観光関連産業の事業回復を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，８７０，８３０千円

(2) 財 源 国庫（地域観光事業支援）

(3) 事業期間 令和３年度
（令和４年度へ繰越（繰越承認額：４，８７０，８３０千円））

(4) 事業主体 公益財団法人宮崎県観光協会
(5) 事業内容

① 県内宿泊等割引支援事業

県内宿泊等の割引支援（最大２０％）を実施

・交通付き旅行商品は、上限８千円割引／泊

・交通無し旅行商品は、上限５千円割引／泊

・日帰り旅行商品は、上限２千円割引

② 県内限定クーポン付与事業

県内限定で使用できるクーポン（平日：上限３千円、休日：上限１千円）を付与

③ 事務費等

県内宿泊等割引支援事業及び県内限定クーポン付与事業に係る事務費等

３ 事業の効果

県内宿泊等の割引に加え、県内のお土産店や飲食店等で使用できるクーポンを発行す

ることにより、宿泊業をはじめ幅広い観光関連産業の活性化に繋げることができる。

（参考）県民割終了後の実施が想定される観光需要喚起策の流れ
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コロナ関連

○新小規模事業者新事業展開等支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

小規模事業者のポストコロナを見据えた取組を支援することにより、事業の継続・発

展、ひいては地域経済の維持・発展を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １９６，３８５千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金（事業者支援分））

(3) 事業期間 令和３年度

（令和４年度へ繰越（繰越承認額：１９６，３８５千円））

(4) 事業主体 （一社）宮崎県商工会議所連合会及び宮崎県商工会連合会

(5) 事業内容

小規模事業者が商工会議所等の支援を受けながら新事業展開や販路開拓に取り組む

ための経費を補助（間接補助率２／３、上限５００千円）

３ 事業の効果

事業の継続・発展を目指す小規模事業者を商工会議所等が伴走支援することにより、

地域経済の維持・発展につながる。
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ૠ
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県民県内旅行（ジモ･ミヤ･タビ）キャンペーン事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症による影響により落ち込んでいる旅行需要を回復するため、

国の地域観光事業支援を活用し、県民や隣県（熊本県、大分県、鹿児島県）在住者等向け

の県内宿泊・日帰り旅行の割引支援を行うとともに、県内限定で使用できるクーポンを発

行する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，１６７，０５６千円（補正後の額５，０３７，０３６千円）

(2) 財 源 国庫（地域観光事業支援）

(3) 事業期間 令和３年度

（令和４年度へ繰越（繰越承認額：２，１６７，０５６千円））

(4) 事業主体 公益財団法人宮崎県観光協会

(5) 事業内容

① 県内宿泊・日帰り旅行割引

県民や隣県在住者等の県内宿泊・日帰り旅行の割引を実施する。

割引額：宿泊旅行の場合、１人泊当たり旅行代金の最大５０％(上限５，０００円)

日帰り旅行の場合、１人当たり旅行代金の最大５０％(上限５，０００円)

② 県内限定クーポン発行

県民や隣県在住者等が県内限定で利用可能なクーポンを発行する。

クーポン額：宿泊旅行の場合、１人泊当たり最大２，０００円（※）

日帰り旅行の場合、１人当たり最大２，０００円

※ 分散型旅行を促進するため、平日（日～金）の宿泊旅行については、１人泊

当たり最大２千円の上乗せ

３ 事業の効果

県民や隣県在住者等向けの県内宿泊・日帰り旅行の割引支援や、県内限定で使用できる

ジモ・ミヤ・タビ クーポンを発行することにより、宿泊業はもとより、地域のお土産店や

飲食店、地域交通機関など、幅広い観光関連産業の事業回復が期待できる。
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○新屋外型トレーニングセンター整備事業（設計・施工業務）

観光推進課 スポーツランド推進室

１ 事業の目的・背景

県の重点施策である「スポーツランドみやざき」の更なる推進に向け、新たに、ラグ

ビー、サッカー、陸上等のトップアスリートの合宿拠点等として活用できる「屋外型ト

レーニングセンター」を整備する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，８２６，０００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生拠点整備交付金） ８２８，６９２千円

県債 ８１８，６００千円

スポーツ振興くじ助成金 ４８，０００千円

企業版ふるさと納税 １０，０００千円

観光みやざき未来創造基金 １２０，７０８千円

(3) 事業期間 令和３年度

（令和４年度へ繰越（繰越承認額：１，８２６，０００千円））

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

屋外型トレーニングセンターの整備を行う。

①整備場所

シーガイアオーシャンドーム跡地 約６０，０００㎡

（敷地はフェニックスリゾート社から無償で借受予定）

②整備内容

整備施設 主な仕様・設備等

ラグビー・サッカーグラウンド 天然芝、防球フェンス、照明

多目的グラウンド 400mトラック、ハイブリッド芝、照明

室内練習場 人工芝、照明

クラブハウス、トレーニングジム 空調、トイレ、シャワー室、Wi-Fi 等

用具倉庫、トイレ棟、管理棟 等 －

※国のデジタル田園都市国家構想に対応し、ＡＩカメラの導入を行う予定

３ 事業の効果

「国際水準のスポーツの聖地としてのブランド力向上」や「「スポーツ」を柱とした

本県観光の振興・経済の活性化」等を目的に取り組むことで、他県との差別化が進み、

新たなスポーツキャンプ・合宿誘致やそれに伴う県外からの誘客数の増加など、観光業

をはじめとする本県経済に大きな効果が期待できる。
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屋外型トレーニングセンター 

整備イメージ 

 

平面図 

 
※今後の設計で詳細を決定しますので、変更となる場合があります。 
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施設全体に県産木材とオリパラ材を積極的に活用 

※オリパラ材：東京オリンピック・パラリンピックで整備された「選手村ビレッジプラザ」において使用した県産材 

 
クラブハウス 

 
 

観覧スペース（クラブハウス２F）        室内練習場（木柵部分） 

 
 

木柵・ベンチ・櫓 

 

 
※今後の設計で詳細を決定しますので、変更となる場合があります。 
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【債務負担行為補正 追加】

企業立地推進局 企業立地課

１ 債務負担行為の内容

事 項 期 間 限 度 額

令和３年度企業立地促進補助金 令和３年度から 千円

令和７年度まで ７０４，０００

２ 債務負担行為の設定理由
平成28年に「大規模立地企業」として立地認定した「宮崎日機装株式会社」に対する

補助金の交付決定にあたり、支払いの平準化を図るため、５回に分割して交付すること
に伴い、債務負担行為を設定するもの。

３ 事業の概要
企業の本県への投資を促し、雇用の場を創出するため、工場建設等の初期投資や新規

県内雇用者数等に応じた支援を行うもの。

（１）補 助 事 業 者 宮崎日機装株式会社
（２）立 地 場 所 宮崎市高岡町高浜１４９５番地６３(宮崎ハイテク工業団地内)
（３）投 資 額 １９１億円
（４）新規県内雇用者数 ３１０人
（５）事 業 内 容 【航空宇宙部門】CFRP(炭素繊維強化プラスチック)製航空機

部品(カスケード)等の製造
【インダストリアル部門】特殊ポンプ等産業用ポンプの製造

４ 補助金額の内訳
投資割 雇用割

①投資額 ②補助率 ③小計 ④新規県内 ⑤補助単価 ⑥小計
合計（③+⑥）

（①×②） 雇用者数 （④×⑤）
（交付上限額）

（千円） （％） （千円） （人） （千円） （千円）
（千円）

航空宇宙 230 400 92,000

19,100,000 ４ 764,000 880,000

インダス

トリアル
80 300 24,000

※ 大規模立地企業…投資額150億円以上・新規県内雇用者数101人以上の企業

初年度補助金額 ： １７６，０００千円（合計を５年で分割）
債務負担行為額 ： ７０４，０００千円（２年目以降の合計額）
交付上限額 ： ８８０，０００千円
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コロナ関連

○新販路開拓等事業者支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

小規模事業者の販路開拓等を後押しするために、商工会議所等が行う取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３１，５００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 （一社）宮崎県商工会議所連合会及び宮崎県商工会連合会

(5) 事業内容

商工会議所等が実施する商談会や展示会、セミナー等に要する経費の補助

（補助率 定額）

３ 事業の効果

商工会議所等の取組を支援することにより小規模事業者の販路開拓等が推進され、地

域経済の維持・発展につながる。

＜事業実施イメージ＞

事業者

県

ૹ
ੵ
ভ
৮
ਚ
৴
়
ভ

補助

補助 販路開拓セ
ミナー

A商工会議所

展示会の開催

販路開拓セ
ミナー

B商工会議所

販路開拓セミナーの
開催

事業者

事業者

支援

ૹ
ੵ
ভ
৴
়
ভ

補助
販路開拓セ
ミナー

Ｃ商工会

経営セミナーの
開催

販路開拓セ
ミナー

○○地区５商工会
（広域連携）

合同商談会の開催

事業者

事業者

催事販売会の開催
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コロナ関連

○新商工会ＤＸ推進事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

小規模事業者支援の担い手である商工会等が行う経営支援の効率化を図るため、商工

会ＤＸ推進アドバイザーを設置し、ポストコロナを見据えたビジネスモデルの変革等に

取り組む小規模事業者への支援体制を強化する。

※ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

ビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用してビジネスモデルを変革する

とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化、風土を変革すること。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，６６５千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 宮崎県商工会連合会

(5) 事業内容

商工会連合会への補助（補助率 定額）

① 商工会ＤＸ推進アドバイザーの設置

② ワーキンググループの開催等

商工会ＤＸ推進アドバイザー及び各圏域を代表する経営指導員（ＤＸ推進

員）で構成されるワーキンググループの開催等を支援

３ 事業の効果

商工会等の経営支援体制が強化され、デジタル化等の取組を進める小規模事業者によ

り質の高い支援が可能となる。

県

補助 商
工
会
連
合
会

商
工
会

商工会ＤＸ推進
アドバイザー

経営指導員
（ＤＸ推進員）

ワーキング
グループ
開催等

小
規
模
事
業
者支援

支援支援体制強化
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○新宮崎県中小企業高度化資金貸付事業

商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景
宮崎カーフェリーの新船建造に係る資金の一部として、独立行政法人中小企業基盤整

備機構（略称：中小機構）の高度化資金を活用して貸付けを行い、本県経済の生命線で
ある宮崎－神戸間の長距離フェリーの長期的な航路の維持を図る。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ４，０００，０００千円
(2) 財 源 中小機構高度化資金貸付金：３，２００，０００千円

県債：６００，０００千円
一般財源：２００，０００千円

(3) 事業期間 令和４年度
(4) 事業主体 県

(5) 事業内容
中小機構の高度化資金を活用し、協調して貸付けを実施

３ 事業の効果

高度化資金を活用した金融支援により、本県経済を支える物流や観光客の交通手段と
して重要な役割を担う長距離フェリーの安定的な航路運航が図られる。

【貸付条件】
新船建造に係る投資額 171.5億円（予定）

対 象 施 設 船体(２隻)、スクラバー、オートラッシング等

貸 付 限 度 額 投資額の80％以内（負担割合 中小機構：県＝4：1）

償 還 期 間 20年以内（据置期間3年以内を含む）

金 利 無利子

【貸付スキーム】

【今後の予定】
日 程 1隻目 2隻目

令和４年３月下旬 引渡 進水
４月15日 就航
７月 貸付
９月 引渡
10月 就航

令和５年１月 貸付

中小機構

32億円（8割）

県　特別会計
（小規模事業者等設備

導入資金特別会計）

40億円（10割）

宮崎ｶｰﾌｪﾘｰ（株）

40億円（10割）

県　一般会計

8億円（2割）

①貸付

①繰出し

②貸付
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○改中小企業金融対策費

商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景
厳しい経営環境にある企業や新事業に積極的に取り組む企業に対し、長期・固定・低

利の事業資金を安定的かつ円滑に供給することにより、中小企業の活性化と経営の安定
化を図る。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ４２，００５，８２６千円
(2) 財 源 中小企業融資制度貸付金の元利償還金：４０，０００，０００千円

国庫：１，３４２，５６８千円
新型コロナウイルス感染症対策利子補給等基金：４２０，３５８千円
一般財源：２４２，９００千円

(3) 事業期間 令和４年度
(4) 実施主体 県
(5) 事業内容
① 中小企業融資制度貸付金

県融資制度の運用に必要な原資の一部を金融機関に預託
（令和４年度当初予算で創設する貸付）
・「経営支援・災害対策貸付（伴走支援型）」
経営行動計画を策定し、金融機関の継続的な伴走型での支援を受ける中小

企業の資金繰りを支援
・「みやざき成長産業育成貸付（デジタル化推進）」
新型コロナウイルス感染症に伴う社会情勢の変化に対応するため、デジタ

ル化に取り組む中小企業の資金繰りを支援
② 中小企業金融円滑化補助金

信用保証制度基準保証料と県融資制度保証料との差額分を信用保証協会に補助
③ 信用保証協会損失補償金

信用保証協会が代位弁済した額から保険金等を差し引いた額の１／２相当分を補
償

④ 中小企業融資制度利子補給
新型コロナウイルス感染症対応資金に係る事業者への利子補給

３ 事業の効果
資金需要に応じた金融支援により、県内経済の更なる活性化及び雇用の維持・拡大が

図られる。

利子補給委託

補
助
金

補助金補助金

中小企業者県
金融機関

中小機構 国

信用保証協会

全国信用保証
協会連合会

原資預託

保証料補助・損失補償

信用保証

保証料補助

利子補給

融資

元利金返済
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コロナ関連

○新中小企業経営改善計画策定緊急支援事業

商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響を受ける県内中小企業の経営改善を図るため、宮崎県中小企業活性化

協議会の支援により、経営改善に向けたアクションプランや資金調達などを目的とする

「経営改善計画」の策定に取り組む中小企業を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，５００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 民間事業者

(5) 事業内容

① 経営改善計画策定支援

金融機関からの新規融資、返済条件の緩和などを目的とし、具体的な行動計画等

の策定や金融調整を行う経営改善計画策定に要する経費の一部を支援

（補助率 １／６以内又は１／３以内、上限２０万円又は４０万円）

② 早期経営改善計画策定支援

早期から自己の経営を見直すための資金計画やアクションプラン等の策定を行う

早期経営改善計画策定に要する経費の一部を支援

（補助率 １／３以内、上限１０万円）

３ 事業の効果

中小企業の経営改善計画策定の負担が軽減され、早期に計画策定に取り組むことで経

営の安定化が図られる。

　

認定支援

機関
（士業等専門家）

中小

企業

宮崎県中小企業

活性化協議会

（旧経営改善

支援センター）

金融

機関

県

費用負担

計画策定支援等

計画策定依頼

相談・協議①

②

補助事業利用
申込み(３者連名)④

⑤
⑥

⑦

③

費用の２／３を支援
金融支援の
依頼・同意

補助

※経営改善計画は別途信用保証協会が費用の１／６を補助

（保証付の借入金がある場合、上限２０万円）
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コロナ関連

○改 地域中小企業等新事業展開支援事業

○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業

企業振興課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍における市場ニーズの変化やデジタル化の加速等、経済活動を取り巻く環境

の変化に対応し、ポストコロナにおける新たな成長に向けて取り組む県内中小企業等を

支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４３７，７８４千円

① ○改地域中小企業等新事業展開支援事業 １３０，０００千円

② ○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業 ３０７，７８４千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （公財）宮崎県産業振興機構、（一社）宮崎県情報産業協会、

県内企業

(5) 事業内容

① ○改地域中小企業等新事業展開支援事業

県内中小企業等が行う新事業展開や新分野進出等の取組を支援

（間接補助率２／３以内、上限３，０００千円）

② ○改ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業

・ 県内企業がデジタル化推進のために行う基幹システム構築などの本格的な

ＩＣＴ技術導入を支援（間接補助率１／２以内、上限５，０００千円）

・ 県内企業が将来的な事業の新展開を図るために行う生産設備等改修を支援

（補助率１／２以内、上限２０，０００千円）

３ 事業の効果

コロナ禍からの復興に向けた県内企業の取組が加速し、新たな成長に向けた事業が創

出されるほか、事業活動の強化やデジタル化推進を実現することにより、地域経済の更

なる活性化が図られる。
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○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業

企業振興課

１ 事業の目的・背景

県内企業が持つ技術の特長を最大限に活かした新規事業の創出を推進するため、技術

に基づく事業戦略策定や新製品の研究開発等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ６８，８８８千円

(2) 財 源 国庫（地方創生推進交付金）：１６，４９８千円

産業廃棄物税基金：２３，９４２千円

一般財源：２８，４４８千円

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 実施主体 県①②、民間企業等③、（公財）宮崎県産業振興機構④

(5) 事業内容

① 技術マーケティング等の支援

専門家によるセミナーやアドバイス等により、県内企業が持つ技術の優位性検証

や展開先の探索等の技術マーケティング、事業戦略策定等を支援

② 新事業創出に向けた伴走支援

コーディネーター等の派遣により、企業の新たな事業創出等を伴走支援

③ 新製品・新技術の研究開発支援

産学官グループ等による可能性調査及び研究開発等を支援

（補助率 ２／３以内ほか）

④ 環境イノベーション支援事業

・ 産学官グループ等が行う環境リサイクル関連の新製品・新技術の研究開発を

支援（間接補助率 １０／１０以内）

・ コーディネーター派遣により、事業マッチングや開発製品販路開拓を支援

３ 事業の効果

産学官共同研究等による新製品・新技術の開発を支援することにより、付加価値の高

い新規事業の創出による県内ものづくり企業の成長が図られる。
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○改東九州メディカルバレー構想拠点強化事業

企業振興課 食品・メディカル産業推進室

１ 事業の目的・背景

「東九州メディカルバレー構想」に基づく産学官連携を促進するとともに、地場企業

の取組を加速化させるため、医療関連機器の開発や販路拡大等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３４，４５３千円

(2) 財 源 国庫（地方創生推進交付金）：１０，８７２千円

一般財源：２３，５８１千円

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 実施主体 県①～③、県内企業④

(5) 事業内容

① 医療関連機器産業集積等支援

コーディネーターを配置し、医療関連機器産業への参入支援や企業間連携による

取引拡大を推進するほか、医療現場におけるニーズ収集やシーズを持つ企業とのマ

ッチングを支援

② 研究開発推進

宮崎大学医学部の寄附講座により、血液・血管分野を中心とした企業との研究開

発等を推進

③ 市場化・海外展開等支援

開発機器等の市場化や販路拡大のための展示会出展、県内大学と企業の連携によ

る医療関連技術・開発機器の海外展開を支援

④ 機器開発支援

企業が行う医療関連機器開発等を支援（補助率 ２／３以内）

３ 事業の効果

医療関連機器産業への地場企業の参入や医工連携による機器開発、開発機器の取引拡

大等により、医療関連機器産業の集積に伴う地域活性化が図られる。
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コロナ関連

○新ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業

企業振興課 食品・メディカル産業推進室

１ 事業の目的・背景

ポストコロナを見据え、食品製造業の生産を回復し、売り上げ増加につなげていくため、

製造現場における衛生管理等の課題解決や付加価値の高い食品開発を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １８７，２８６千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①～③、食品製造事業者④

(5) 事業内容

① 取引拡大のための課題発掘や人材育成等を支援

・ 課題抽出と解決を目的とした専門家派遣・セミナーの開催

・ 従業員のレベル向上や企業間連携の促進のための専門家研修・実演等の実施

② 産地加工の連携促進

一次加工され未使用となっている農産物等の活用を目的としたマッチング会の開催

③ 付加価値の高い食品開発を支援

県食品開発センターの県内企業支援体制整備

④ 取引拡大のための課題解決を支援

食品安全管理における第三者認証取得や機械・装置導入等を支援（補助率

１／２以内）

３ 事業の効果

食品加工場の衛生管理や製造工程等の様々な課題を解決することで、生産増加や取引

拡大につながる。
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○改中・高校生の県内就職促進事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景
高校生の県内就職を促進するため、高校生のほか、中学生や中・高校生の保護者・教

職員を対象に、県内事業者との意見交換会や企業説明会等を開催し、宮崎で働くことの
良さや県内企業の魅力を発信する取組の強化を図る。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ４４，２５８千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 国立大学法人宮崎大学（産業人財育成プラットフォーム事務局）①、
県②③

(5) 事業内容
① 主に高校生向けの就職総合情報サイトの充実・活用促進（補助率 定額）

② 県内企業と高校が連携した実践的な人材育成

③ 県内事業者との意見交換会及び企業説明会等の開催
県内事業者との意見交換会（中学生）、企業説明会（高校生）、宮崎で働く魅力

発信セミナー（保護者）、県内優良企業の見学会（教職員）等の実施

３ 事業の効果
高校生の県内就職率の向上、早期離職防止及び県外に進学等した場合の将来的なＵタ

ーン就職につながる。

企業と連携した人材育成 就職説明会
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みやざきで働く魅力！情報発信事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景
県内外の大学生等の県内就職を促進するため、インターンシップの場の提供や就職に

に関する情報提供等を行う。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 １０，３０９千円

(2) 財 源 人口減少対策基金：８，４７３千円
一般財源：１，８３６千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容
① 県内企業インターンシップ支援

インターンシップマッチングサイトの運用、県内企業を対象としたインターンシ
ップのプログラム作成支援の実施

② 就職関連イベント情報発信
県外（主に大都市圏）の若年者への就職関連情報のウェブ広告、大学生等の保護

者への文書発送、求職者向けＬＩＮＥ等の運営

③ 就職説明会等開催

３ 事業の効果
県内外の若年求職者に対し、県内企業の魅力や本県で働く魅力を発信し、県内企業等

への就職及び県外在住者のＵＩＪターンを促進する。
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県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景
県外に進学した学生等の県内企業への就職を促進するため、専任のサポーターによる

県内就職情報の提供や県内企業への就職相談の対応を行うほか、県内企業が参加する就
職説明会を開催する。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 １７，６５９千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容
① ＵＩＪターン就職サポーターによる就職情報の提供及び学生への相談対応
・ 就職支援協定校のほか、本県出身者が在籍する県外大学等のキャリアセンター
と連携し、在籍する学生に対して、県内企業及び就職情報を提供

・ 県内就職を希望する学生に対して、個別相談を実施

② 県外学生等を対象とした就職説明会開催

３ 事業の効果
大手企業と比較して就職情報の少ない県内企業と県外学生との接点を作ることで、県

内企業への就職促進が図られる。
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○改外国人材受入支援事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景
県内企業等の適正かつ円滑な外国人材の受入を促進するため、受入に関する情報提供

等を行う。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ８，７３０千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容
① 外国人留学生等を対象とした就職相談やマッチング支援、事業者向けセミナーの
開催

② 外国人材受入情報発信
・ 外国人材受入優良事例や受入制度等を伝える事業者向け冊子を作製
・ 県内で働く外国人材や相談窓口等を紹介する外国人材向け冊子を作製

３ 事業の効果
県民や事業者の理解が促進されることにより、外国人材から選ばれる受入環境を整備

することで、県内企業等の人材確保や海外展開が図られる。
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コロナ関連

外国人技能実習生等受入事業者支援事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

新型コロナの水際対策として、国が要請する宿泊施設での待機等を行う外国人技能実

習生等を受け入れる県内事業者の負担軽減を図るため、外国人技能実習生等受入事業者

等が追加的に負担する宿泊費等の経費の一部を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １２４，２６６千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県内事業者、監理団体

(5) 事業内容

外国人技能実習生及び特定技能外国人の宿泊費、交通費、出入国の際のＰＣＲ検査

費及び陰性証明書発行費を支援

（補助率 ２／３以内）

３ 事業の効果

県内事業者の負担軽減が図られ、外国人技能実習生等の円滑な受入れにつながる。
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誘致対象企業開拓事業

企業立地課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍及びポストコロナにおける企業立地を促進するため、インターネットや民間

企業のネットワークを活用して企業の地方進出の動きやニーズを的確に捉え、立地可能

性のある企業を効率的に新規開拓する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７，４４４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① インターネットサービスを活用した誘致対象企業開拓

インターネット上の企業データベースや営業支援サービスを活用して誘致対象企

業を新規開拓

② 民間企業のネットワークを活用した誘致対象企業掘り起こし

特に情報サービス産業関連企業と関わりを持つコンサルティング会社等に委託

し、企業訪問やイベント等を通じて誘致対象企業を新規開拓

３ 事業の効果

誘致対象企業の開拓に、インターネットや民間企業のネットワークやノウハウを活用

することにより、効果的な企業立地活動を推進することができる。

インターネットの活用
・企業データベース1あ
・営業支援サービス 等

民間ネットワークの活用
・企業訪問1あ
・イベント 等

企業立地課・県外事務所・
市町村の連携による、
企業訪問・支援制度説明・
現地視察対応 等を実施
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ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

ポストコロナに向けた地域の観光資源の掘り起こしや磨き上げ、観光地の受入環境整

備に対して支援するとともに、地域を牽引する観光人財を育成し、県と市町村、観光関

係団体、観光事業者等が一体となった観光地域づくりに取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５０，２４９千円

(2) 財 源 国庫：２２，３６４千円

観光みやざき未来創造基金：２２，６３６千円

一般財源：５，２４９千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 （公財）宮崎県観光協会（①、②）、市町村（③）

(5) 事業内容

① 外部専門人材による観光地域づくり支援

外部専門人材の県観光協会への配置（補助率 定額）

民間事業者が行う自然景観を生かした観光や体験型観光に対応した受入環境整備

支援（間接補助率 １／２以内）

② 観光みやざき創生塾（補助率 定額）

地域の中核となる観光人財育成を支援

③ 稼ぐ観光地域づくり支援（補助率 １／２以内）

市町村が取り組む新しい観光ニーズやテーマ別観光に対応した観光資源の掘り起

こし・磨き上げや、自然景観を生かした観光や体験型観光に対応した受入環境整備

支援

３ 事業の効果

観光人財の育成や県内各地域の取組を県が支援することにより、地域を豊かにする稼

ぐ観光地域づくりを推進できる。
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コロナ関連

○新ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルスの影響によりインバウンドが見込めない中、落ち込んだ観光需要

を早期に回復するため、国内観光客の県内周遊を促進するためのキャンペーン等を実施

するとともに、観光プロモーションの強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０６５，１５８千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度
(4) 事業主体 （公財）宮崎県観光協会（①、②、③、④）、県（③、⑤）
(5) 事業内容

① 県内外からの誘客を目的とした旅行割引の実施

② 安全・安心な教育旅行を推進するための貸切バス費用、企画開発費の支援

③ タクシー回数券やレンタカー利用料金の割引原資やＰＲ支援

④ 交通機関と連携した観光プロモーションの実施

⑤ 県外事務所における観光プロモーションの実施

３ 事業の効果

全国的な新型コロナウイルス感染症の感染状況を見極めながら、県内外からの誘客を

促進することにより、落ち込んだ県内経済の早期回復と誘客の定着化を図る。

また、九州や大都市圏をターゲットに、本県の強みをフル活用した観光プロモーショ

ンを強化することにより、効果的な誘客を図る。
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神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

国文祭・芸文祭における記紀編さん１３００年記念事業の成果を継承しながら、本県

観光の大きなシンボルである神話を生かした観光情報の発信や魅力向上、誘客促進に取

り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，３３６千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

① キキタビ情報発信事業

ＷＥＢを活用したキキタビ情報の発信

② キキタビ魅力向上事業

県内神社やホテル旅館等で配布するキキタビパンフレット等の作成

③ キキタビ誘客促進事業

隣県や九州、首都圏におけるセールスやプロモーション等の実施

３ 事業の効果

神話を生かした観光誘客に取り組むことにより、「神話の源流みやざき」のブランド

化に資するとともに、観光関連産業の活性化に繋げることができる。
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○改ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

インバウンド再開後の外国人観光客誘致を促進するため、セールスプロモーションの

強化と観光客の受入環境整備に取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２０，８２０千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 事業主体 県①、（公財）宮崎県観光協会①②③

(5) 事業内容

① セールスプロモーション

旅行会社へのセールス活動や旅行会社の招聘、旅行商品造成支援の実施

② インバウンド受入環境整備

多言語観光ホームページの運営及び外国人観光客多言語コールセンターの運営

③ インバウンド事業者育成

コロナ収束後のインバウンドの市場変化に対応した誘客に向けた観光事業者研修

会等の実施

３ 事業の効果

海外旅行会社へのセールス活動等により旅行商品造成を促すとともに、多言語対応等

の外国人観光客が旅行しやすい環境を整えることで、インバウンドの早期回復による観

光経済の活性化に繋がる。
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○新みやざきゴルフツーリズム推進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

県内ゴルフ場関係者や宿泊、交通事業者等との官民連携による国内外への積極的なプ

ロモーションを実施することで、新たな国内ゴルフ市場の開拓とインバウンド再開後の

外国人ゴルファー誘致を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８３，３６８千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

① ゴルフツーリズム人材育成

ゴルフ場関係者向け研修会の実施

② ゴルフツーリズムプロモーション

旅行会社へのセールス活動やゴルフ商談会への出展、ＳＮＳ等による情報発信

③ 国際ゴルフコンベンション開催支援

２０２３年３月に本県で開催予定のアジアゴルフツーリズムコンベンション

（ＡＧＴＣ）実行委員会負担金

３ 事業の効果

本県の優れたゴルフ環境の認知度が高まり、国内外からのゴルフ観光客が増加するこ

とでスポーツランドみやざきのブランド化と地域経済の活性化に繋がる。
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○新スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業

観光推進課 スポーツランド推進室

１ 事業の目的・背景

「屋外型トレーニングセンター」の整備によるスポーツキャンプ・合宿の誘致効果を

全県に拡げていくため、誘致セールスを行うとともに、各市町村等での受入強化の取組

に対して支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４６，１７５千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 市町村①、県②⑤、（公財）宮崎県観光協会③、

国内外代表合宿受入実行委員会④

(5) 事業内容

① 市町村受入施設整備等への支援（補助率 １／２以内又は１／３以内）

市町村がスポーツキャンプ・合宿誘致のために行う受入施設の施設整備等に対

し、財政力に応じた支援を行う。

② スポーツターフ維持管理技術強化への支援

サッカー、ラグビーキャンプ・合宿等を積極的に受け入れる意欲がある市町村等

を対象に芝の維持管理技術強化のための実施研修等を実施する。

③ スポーツキャンプ等受入広域化への支援（補助率 定額）

県観光協会が広域的に行うトレーニングマッチコーディネートやスポーツイベン

ト誘致等に対して支援を行う。

④ 国内外代表合宿受入への支援（補助率 １／２以内）

県と受入市町村等で構成する「国内外代表合宿受入実行委員会」に対して代表合

宿受入に必要となる経費の一部の支援を行う。

⑤ 誘致セールス等の実施

屋外型トレーニングセンターをはじめとした県内施設への誘致セールス等を実施

する。

３ 事業の効果

スポーツキャンプ・合宿の全県化が進むことで、新たなキャンプ・合宿誘致やそれに

伴う県外からの誘客数の増加など、観光業をはじめとする本県経済に大きな効果が期待

できる。
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コロナ関連

○新県産品需要回復支援事業

オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により商談減少等の影響を受けた県産品の需要を回復するため、県外バイヤ

ー等を対象とした商談会や県外での県産品ＰＲイベント等を開催する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８４，６８４千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 県外バイヤーを県内に招聘する商談会の開催

② 全国のバイヤーとの商談に活用する県産品データベースの構築

③ インフルエンサーを対象とした酒蔵ツーリズムによる県産酒等の魅力発信

④ 大手百貨店やアンテナショップを活用した県産品ＰＲイベント・フェアの展開

３ 事業の効果

県産品の認知度が向上し、新たな販路が開拓されることで需要回復が図られる。
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○改県産品販路全国展開推進事業

オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

県産品の販路拡大のため、これまでアンテナショップを設置したことのない大都市圏

においてアンテナショップをモデル的に設置するとともに、大規模商談会への出展支援

や大手百貨店等での物産展の開催等を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２３，６０９千円

(2) 財 源 国庫（地方創生推進交付金）：８，８３７千円

観光みやざき未来創造基金：６，１５５千円

一般財源：８，６１７千円

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① アンテナショップ未設置の大都市圏におけるモデル的設置等

② 県産品販路開拓に向けた首都圏バイヤー等への営業活動

・ 県内事業者に対するマーケット情報の提供や首都圏でのバイヤー等との商談機

会の提供等

・ 大規模商談会への出展支援

③ 大手百貨店や包括連携協定締結企業等と連携した物産展の開催

３ 事業の効果

新たなアンテナショップのモデル的な設置や大規模商談会への出展支援等により、全

国での県産品の更なる認知度向上及び販路拡大が見込まれる。
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○改県民総参加！ひなたプロモーション事業

オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

本県の多様な魅力の統一的なコンセプトである「日本のひなた宮崎県」を用い、県民

からの声も積極的に取り入れながら、観光や食、スポーツ、特産品、歴史・文化、生活

環境といった本県の様々な魅力を発信する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４２，８６１千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金：１０，６４８千円

一般財源：３２，２１３千円

(3) 事業期間 令和４年度～令和６年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

① 国内向けプロモーション

・ 県内外から募集する「宮崎の推し」の動画を作成し、ＳＮＳ等で発信

・ 県外事務所、ＫＯＮＮＥ等を活用した都市圏でのプロモーション展開

② 外国人に向けたプロモーション

在県外国人による「私の好きな宮崎」の母国語紹介動画の配信等

③ ＰＲツールの作成及び活用

・ みやざき犬やみやざき応援団による本県ＰＲ

・ サウンドロゴ、多言語動画、ポスターほかグッズの作成

３ 事業の効果

県民参加型のプロモーション事業とすることで、県民一人ひとりに宮崎の魅力が再発

見・再認識されるとともに、県民からの情報発信が期待でき、本県の認知度及び魅力度

が高まり、観光誘客や県産品の販路開拓、移住の促進などにつながる。
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コロナ関連

○新オールみやざき海外販路回復支援事業

オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

長期化するコロナ禍により停滞・減速している海外との経済交流・観光交流を回復す

るため、海外現地にて県産品販売や観光誘客プロモーションを実施することで、現地で

の本県に対する認知度向上や需要喚起を図るとともに、現地のバイヤーやインフルエン

サーを招へいすることで、県産品の輸出拡大やインバウンドの早期回復を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７１，１１７千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① オールみやざきプロモーションの実施

有望市場であり本県の海外活動拠点等のある香港、台湾、シンガポールを中心

に、海外現地において、県産品販売や観光誘客プロモーションを実施するととも

に、トップセールス等により現地関係者とのネットワーク強化を図る。

※ 実施にあたっては、庁内の関係各課と連携し、オール宮崎の体制で実施する。

② 現地キーマンの招へい

現地バイヤーやインフルエンサー等を本県に招へいし、産地訪問や求評会等を

実施する。

３ 事業の効果

コロナで落ち込んだ県産品の需要を喚起することで、県産品の輸出拡大やインバウン

ドの引戻し等を図り、県内産業の早期回復に資することができる。

シンガポールでの県産品フェア バイヤー等の産地訪問
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宮崎県人会世界大会開催準備事業

オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

置県１４０年となる令和５年（２０２３年）に開催する「宮崎県人会世界大会」に向

けて、実務者会議・実行委員会の開催等を通じた具体的な実施計画の検討や、大会のＰ

Ｒ・広報活動による機運醸成、国内外の県人会との関係強化など必要な準備を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １２，０００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 実務者会議・実行委員会の開催等を通じた実施計画の検討

② 大会ロゴマークの公募やＰＲ動画の展開

③ 国内外県人会訪問による関係強化や参加の呼びかけ

３ 事業の効果

「宮崎県人会世界大会」の準備・開催を通じて、国内外の本県出身者やゆかりのある

方に宮崎の良さを改めて認識していただくことで、本県の認知度向上や観光誘客、県産

品の販路開拓、ひいては、本県への企業誘致や移住・ＵＩＪターン促進など幅広な効果

が見込まれる。
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【債務負担行為 追加】

企業立地推進局 企業立地課

１ 債務負担行為の内容

事 項 期 間 限 度 額

令和４年度企業立地促進補助金 令和４年度から 千円

令和８年度まで ６６７，０４０

２ 債務負担行為の設定理由
平成29年に「大規模立地企業」として立地認定した「キヤノン株式会社・宮崎キヤノ

ン株式会社・大分キヤノン株式会社」に対する補助金の交付決定にあたり、支払いの平
準化を図るため、５回に分割して交付することに伴い、債務負担行為を設定するもの。

３ 事業の概要
企業の本県への投資を促し、雇用の場を創出するため、工場建設等の初期投資や新規

県内雇用者数等に応じた支援を行うもの。

（１）補 助 事 業 者 キヤノン株式会社・宮崎キヤノン株式会社・大分キヤノン株式会社

（２）立 地 場 所 児湯郡高鍋町大字南高鍋１１７００番地１
（３）投 資 額 １９２億７千万円
（４）新規県内雇用者数 ２１０人
（５）事 業 内 容 デジタルカメラの製造

４ 補助金額の内訳
投資割 雇用割

①投資額 ②補助率 ③小計 ④新規県内 ⑤補助単価 ⑥小計
合計（③+⑥）

（①×②） 雇用者数 （④×⑤）
（交付上限額）

（千円） （％） （千円） （人） （千円） （千円）
（千円）

19,270,000 ４ 770,800 210 300 63,000 833,800

※ 大規模立地企業…投資額150億円以上・新規県内雇用者数101人以上の企業

初年度補助金額 ： １６６，７６０千円（合計を５年で分割）
債務負担行為額 ： ６６７，０４０千円（２年目以降の合計額）
交付上限額 ： ８３３，８００千円
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